
6,244 26,998

現 金 1 支 払 備 金 12,094

預 貯 金 6,243 責 任 準 備 金 14,903

32,320 3,909

国 債 30,106 外 国 再 保 険 借 44

外 国 証 券 2,214 未 払 法 人 税 等 302

581 預 り 金 29

土 地 219 未 払 金 1,193

建 物 161 仮 受 金 2,260

そ の 他 の 有 形 固 定 資 産 200 資 産 除 去 債 務 77

2,248 そ の 他 の 負 債 2

ソ フ ト ウ ェ ア 819 1,257

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定 1,085 65

の れ ん 342 261

4,721 32

未 収 保 険 料 0 価 格 変 動 準 備 金 32

代 理 店 貸 2 32,524

再 保 険 貸 0

外 国 再 保 険 貸 3 17,221

未 収 金 2,599 15,721

未 収 収 益 33 資 本 準 備 金 15,721

預 託 金 146 △ 18,429

地 震 保 険 預 託 金 8 そ の 他 利 益 剰 余 金 △ 18,429

仮 払 金 1,927 繰 越 利 益 剰 余 金 △ 18,429

1,358 14,513

△ 56 379

379

14,893

47,417 47,417

貸 倒 引 当 金

そ の 他 資 産

繰 延 税 金 資 産

利 益 剰 余 金

負 債 の 部 合 計

特 別 法 上 の 準 備 金

資 本 金

資 本 剰 余 金

科            目

（負　債　の　部）

評 価 ・ 換 算 差 額 等 合 計

純 資 産 の 部 合 計

（資　産　の　部）

株 主 資 本 合 計

平成24年度（平成25年3月31日現在）貸借対照表

現 金 及 び 預 貯 金 保 険 契 約 準 備 金

科                   目

（単位 ：百万円）

金    額金     額

退 職 給 付 引 当 金

資 産 の 部 合 計 負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

有 価 証 券 そ の 他 負 債

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

賞 与 引 当 金

（純　資　産　の　部）



貸借対照表の注記

 １. 有価証券の評価基準及び評価方法は次のとおりであります。

(1) その他有価証券のうち時価のあるものの評価は、期末日の市場価格等に基づく時価法により行っております。

 なお、評価差額は全部純資産直入法により処理し、また、売却原価の算定は移動平均法に基づいております。

(2) その他有価証券のうち時価を把握することが極めて困難と認められるものの評価は、移動平均法に基づく原価

法により行っております。

 ２. 有形固定資産の減価償却は、定率法により行っております。ただし、平成10年4月１日以降に取得した建物(建物附属

設備を除く）については、定額法によることとなります。

(会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更)

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より平成24年４月１日以降に取得した有形固定資産については、改正

後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。

これにより、従来の方法と比べて、当事業年度の経常利益及び税引前当期純利益はそれぞれ９百万円増加しております。

 ３．資産に計上している自社利用のソフトウェアの減価償却については、当社内における利用可能期間（原則５年）に基づ

く定額法によっております。また、のれんについては、５年間で均等償却しております。

 ４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算は、外貨建取引等会計処理基準に準拠して行っております。

 ５．貸倒引当金は、資産の自己査定基準及び償却・引当基準に基づき、次のとおり計上しております。

破産、特別清算、手形交換所における取引停止処分等、法的・形式的に経営破綻の事実が発生している債務者に対す

る債権及び実質的に経営破綻に陥っている債務者に対する債権については、債権額から担保の処分可能見込額及び

保証による回収が可能と認められる額等を控除し、その残額を引き当てております。

今後、経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に対する債権については、債権額から担保の処分可能見込

額及び保証による回収が可能と認められる額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断して必要と

認められる額を引き当てております。

上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を引き

当てております。

また、全ての債権は資産の自己査定基準に基づき、対象資産の所管部門が資産査定を実施し、当該部署から独立した

経理部並びに業務監査部が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引き当てを行っております。

 ６．退職給付引当金は、従業員の退職給付に充てるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づいて、当期末

までに発生していると認められる額を計上しております。

なお、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(5年)による定額法により

発生年度から費用処理することとしております。

 ７．役員退職慰労引当金は役員の退職金の支払いに備えるため、内規に基づく当期末の要支給額を計上しております。

 ８．賞与引当金は、従業員の賞与に充てるため、支給見込額に基づいて計上しております。

 ９．価格変動準備金は、株式等の価格変動による損失に備えるため、保険業法第115条の規定に基づき計上しております。

10．消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、損害調査費、営業費及び一般管理費等の費用は、税込

方式によっております。

なお、資産に係る控除対象外消費税等は仮払金に計上し、5年間で均等償却を行っております。

11．金融商品の時価等に関する事項は以下のとおりであります。

1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

資産の運用にあたっては、保険業法第97条及び保険業法施行規則第47条、48条等の関連法令・規則、及び内規等を

遵守しており、安全性、流動性、及び収益性に配慮し、最小限のリスクで安定した収益の確保を目指して、主として国内

債券への投資を行っております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

保有する有価証券は、日本国債と外国証券(円建債券）であり、それぞれ信用リスク及び市場リスクに晒されております。

また、未収金は、主に保険料の収納代行先に対する債権であり、収納代行先の信用リスクに晒されております。なお、

預貯金は高格付けの金融機関にて管理しており、未払金は短期間で決済される一般経費が大半であるため、リスクは

僅少と考えております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

当社では、資産運用に伴うリスクに関する基本事項を定め、社内外に存するリスクに対処し、顧客の資産、株主資本の維

持を図ることを基本原則とし、資産運用リスク管理方針を制定しております。また、当方針の円滑な運営に資するため、資

産運用規則を制定しております。当規則に従い、資産運用部門は適正な運用を行うとともに、資産運用全体のリスクを管

理する組織として｢資産運用委員会｣を設置し、相互牽制の発揮を目的として、資産運用の企画、運用、及び評価の検証を

行っております。また、当該検証結果につきましては、資産運用リスク管理状況のモニタリングを通じ、統合リスク管理

委員会へ定期的に報告されております。各リスクの管理体制は以下のとおりであります。

（信用リスク）

当社の資産運用規則に従い、有価証券の保有は投資適格のものに限定しており、リスク管理部が有価証券の発行体

の格付け状況を随時モニタリングしており、格付けの動向次第では、運用規則に沿って資産の売却を検討します。また、

未収金につきましては、経理部が月次で勘定精査を行い、長期滞留の未然防止に努めております。

（市場リスク）

資産運用委員会で定める所定の金利ストレスシナリオ下においても、適正な単体ソルベンシー・マージン比率を維持できる

ポートフォリオの構築を行っており、当該ストレステスト結果については、四半期毎に資産運用委員会を通じて経営層並びに



親会社へ報告しております。また、経理部は、有価証券の時価を定期的にモニタリングし、時価の顕著な下落が認められた

場合には、速やかに資産運用委員会にて協議する体制を整えております。

（資金繰りに係る流動性リスク）

当社では、必要な手元流動性所要額を資産運用リスク管理規則に定め、経理部が、当該所要額の確保状況を随時モニ

タリングしており、当該検証結果については、四半期毎にリスク管理部へ報告しております。

2. 金融商品の時価等に関する事項

平成25年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとおりであります。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は保有しておりません。

(単位 : 百万円)

貸借対照表計上額 差額

(1)現金及び預貯金 6,244    6,244    -

(2)有価証券 32,320    32,320    -

　　その他有価証券 32,320    32,320    -

(3)未収金 2,599    2,599    -

資産計 41,164    41,164    -

(4)未払金 1,193    1,193    -

負債計 1,193    1,193    -

(注) 金融商品の時価の算定方法

(1)現金及び預貯金 、(3)未収金及び(4)未払金

　 これらは全て短期間で決済されるため、時価は帳簿価格にほぼ等しいことから、当該帳簿価格によっております。

(2)有価証券

　 保有有価証券の時価は、日本証券業協会の公表する価格によっております。一部日本証券業協会で公表されない

 　商品については、取引金融機関から提示された価格によっております。

　

12．有形固定資産の減価償却累計額は678百万円であります。

13．親会社に対する金銭債権総額は0百万円であり、金銭債務総額は該当ありません。

14. 繰延税金資産の総額は3,598百万円 、繰延税金負債の総額は176百万円であります。また、繰延税金資産から評価性

引当金として2,064百万円を控除しております。繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳は、税務上の繰越欠損金 

1,566百万円、IBNR備金649百万円、責任準備金680百万円であります。繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳はそ

の他有価証券に係る評価差額金170百万円であります。

15．支払備金及び責任準備金の内訳は次のとおりであります。

（支払備金）

 支払備金（出再支払備金控除前、（ロ）に掲げる保険を除く） 15,144 百万円

 同上に係る出再支払備金 3,200 百万円

 差引 （イ） 11,943 百万円

 地震保険及び自動車損害賠償責任保険に係る支払備金（ロ） 151 百万円

  計 （イ＋ロ） 12,094 百万円

（責任準備金）

 普通責任準備金（出再責任準備金控除前） 16,841 百万円

 同上に係る出再責任準備金 3,917 百万円

  差引 （イ） 12,924 百万円

 その他の責任準備金 （ロ） 1,979 百万円

  計 （イ＋ロ） 14,903 百万円

16．１株当たりの純資産額は43,240円67銭であります。算定上の基礎である純資産額は14,893百万円であり、その全額が

普通株式に係るものであります。また、普通株式の当期末発行済株式数は344千株であります。

17．退職給付に関する事項は次のとおりであります。

(1)退職給付債務及びその内訳

退職給付債務 △ 1,387 百万円

未積立退職給付債務 △ 1,387 百万円

未認識数理計算上の差異 129 百万円

退職給付引当金 △ 1,257 百万円

(2)退職給付債務等の計算基礎

 退職給付見込額の期間配分方法          期間定額基準

 割引率                            1.3％

 数理計算上の差異の処理年数　　　　　   　                    ５年

18．追加情報

当社は、当事業年度中にアクサ ジャパン ホールディング株式会社を連結親法人とする連結納税制度の承認申請を行い、翌

事業年度から連結納税制度が適用されることとなったため、当事業年度より「連結納税制度を適用する場合の税効果会計に

関する当面の取扱い(その１)」(平成23年３月18日 企業会計基準委員会 実務対応報告第５号)及び「連結納税制度を適用す

る場合の税効果会計に関する当面の取扱い(その２)」(平成22年６月30日 企業会計基準委員会 実務対応報告第７号)に基

づき、連結納税制度の適用を前提とした会計処理を行っております。

19．金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。

時価



             平成 24年  4月　　 1日 から

             平成 25年  3月　  31日 まで

金          額

経    常    収    益 30,232

30,005

正 味 収 入 保 険 料 29,993

積 立 保 険 料 等 運 用 益 12

190

利 息 及 び 配 当 金 収 入 157

有 価 証 券 売 却 益 46

積 立 保 険 料 等 運 用 益 振 替 △ 12

35

そ の 他 の 経 常 収 益 35

経    常    費    用 28,385

18,934

正 味 支 払 保 険 金 17,638

損 害 調 査 費 2,641

諸 手 数 料 及 び 集 金 費 △ 3,204

支 払 備 金 繰 入 額 563

責 任 準 備 金 繰 入 額 1,295

そ の 他 保 険 引 受 費 用 0

2

為 替 差 損 2

9,419

28

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 27

貸 倒 損 失 0

そ の 他 の 経 常 費 用 0

1,847

特　　別　  利　　益　　 20

3

16

特　　別　　損　　失 20

2

6

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額 ( 6 )

12

1,846

200

△ 1,535

△ 1,335

3,181

経 常 利 益

 平成24年度

資 産 運 用 費 用

固 定 資 産 処 分 益

そ の 他 特 別 利 益

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益

そ の 他 経 常 費 用

法 人 税 等 合 計

法 人 税 及 び 住 民 税

法 人 税 等 調 整 額

固 定 資 産 処 分 損

特 別 法 上 の 準 備 金 繰 入 額

そ の 他 特 別 損 失

損益計算書

そ の 他 経 常 収 益

保 険 引 受 費 用

営 業 費 及 び 一 般 管 理 費

（単位：百万円）

科            目

保 険 引 受 収 益

資 産 運 用 収 益



損益計算書の注記

1． 親会社との取引による収入総額は該当がなく、費用総額は8百万円であります。

２． (1)正味収入保険料の内訳は、次のとおりであります。

収入保険料 39,943 百万円
支払再保険料 9,950 百万円
差引 29,993 百万円

(2)正味支払保険金の内訳は、次のとおりであります。

支払保険金 22,790 百万円
回収再保険金 5,151 百万円
差引 17,638 百万円

(3)諸手数料及び集金費の内訳は、次のとおりであります。

支払諸手数料及び集金費 618 百万円
出再保険手数料 3,822 百万円
差引 △ 3,204 百万円

(4)支払備金繰入額（△は支払備金戻入額）の内訳は、次のとおりであります。

 支払備金繰入額（出再支払備金控除前、（ロ）に掲げる保険を除く） 1,146 百万円
 同上に係る出再支払備金繰入額 594 百万円
 差引（イ） 552 百万円
 地震保険及び自動車損害賠償責任保険にかかる支払備金繰入額（ロ） 11 百万円
 計（イ＋ロ） 563 百万円

(5)責任準備金繰入額（△は責任準備金戻入額）の内訳は、次のとおりであります。

 普通責任準備金繰入額（出再責任準備金控除前） 1,404 百万円
 同上に係る出再責任準備金繰入額 213 百万円
 差引（イ） 1,191 百万円
 その他の責任準備金繰入額（ロ） 104 百万円
 計（イ＋ロ） 1,295 百万円

(6)利息及び配当金収入の内訳は、次のとおりであります。

預貯金利息 4 百万円
有価証券利息・配当金 152 百万円
その他利息・配当金 0 百万円
計 157 百万円

３． １株当たりの当期純利益は 9,237円45銭であります。
算定上の基礎である当期純利益は3,181百万円であり、その全額が普通株式に係るものであります。また、普通株式の期中平均株式数は
344千株であります。 なお、潜在株式がないため、潜在株式調整後1株当たりの当期純利益は算出しておりません。

４． 損害調査費、営業費及び一般管理費として計上した退職給付費用は321百万円であり、その内訳は次のとおりであります。

勤務費用 209 百万円
利息費用 15 百万円
数理計算上の差異の費用処理額 96 百万円
退職給付費用 321 百万円

５． その他特別利益は、開発中止されたソフトウェアに係る支払いの一部が免除されたことに伴う利益16百万円であります。

６． その他特別損失は、開発中止されたソフトウェアの除却損12百万円であります。

７． 関連当事者との取引

兄弟会社等

属性 会社等の名称 所在地 事業の内容
 議決権等の

所有（被所有）
割合(%)

科目

　親会社の
　子会社

アクサ生命保険株式会社 　東京都港区 　生命保険業 - 256
 代理店貸
 未払金

28
3

　親会社の
　子会社

アクサ・グローバル・ピー・アンド・シー 　フランス 　保険業 -
9,636
3,621
5,086

外国再保険借 37

（注） 1. 取引金額、期末残高には消費税等が含まれています。

　 　　2. 取引条件及び取引条件の決定方針等 :　取引については、通常行なわれている取引条件等に基づき決定しています。

８. 金額は記載単位未満を切り捨てて表示しております。

取引の内容

 代理店手数料・
 事務費等

 出再保険料
 出再手数料
 出再保険金

期末残高
（百万円）

取引金額
（百万円）


